

[bookmark: _GoBack]知財様式１
平成　　年　　月　　日
国立研究開発法人科学技術振興機構　
分任研究契約担当者　殿
（機関名）
（部署・職名）
（氏名）　　　　　　　　　　　　　役職印
≪契約担当者、または知的財産権について出願・譲渡等の権限を持つ者≫

知的財産権出願通知書・知的財産権設定登録等通知書

　委託研究開発の成果に係る知的財産権について、以下のとおり通知します。

１．委託研究開発の概要
	事業・プログラム
	ライフサイエンスデータベース統合推進事業（統合化推進プログラム）

	研究題目
	

	研究担当者及び所属・職名
(研究実施当時)
	

	研究開発期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日




２．対象となる知的財産権について
	共通
	通知内容（注１）
	知財出願（注２）・知財登録・移転（注３）・放棄

	
	出願国
	

	
	知的財産権の種類
	

	
	発明等の名称
	

	
	出願日
	　　　　年　　月　　日

	
	出願番号
	

	
	出願人（注４）
	

	
	優先権主張等（注５）
	

	知財
登録
	登録番号
	

	
	登録日
	　　　　年　　月　　日

	移転
(注３)
	移転日
	　　　　年　　月　　日

	
	移転先名称（住所）（注６）
	

	放棄
	放棄の種類
	

	
	放棄の理由
	

	
	放棄の法的期日
	　　　　年　　月　　日

	特記
事項
	



· 出願の場合は、出願番号、出願日、優先権主張番号、国等の委託研究開発の成果に係る出願である旨の記載を確認する書類（出願プルーフの願書等）の写しを添付してください。（注７）
また、登録等の場合は、登録番号等を確認する書類（特許証等）の写しを添付してください。

（注意事項）

（注１） 知財出願、知財登録、移転、放棄から該当するものを選択してください。
（注２） ＰＣＴ出願の場合は各国移行時にご提出ください。
（注３）	合併又は分割による移転、産業技術力強化法施行令第１１条第３号に該当する移転（専用実施権等の設定等に係るものを除く）の場合には、特記事項に事前申請の例外となった根拠を記載してください。
（注４）	出願人が複数ある場合は、すべての出願人を記入してください。
（注５）	優先権を使った場合の原特許の出願番号、海外特許の場合の当該発明等の国内出願番号を記入してください。
（注６）	移転先が複数ある場合は、すべての移転先について記入してください。
（注７）	国内の特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願の場合、出願に係る書類に国等の委託研究開発の成果に係る出願である旨を記載する必要があります。
【特許出願の記載例（願書面【国等の委託研究の成果に係る記載事項】欄に記入）】
平成〇〇年度、国立研究開発法人科学技術振興機構、〇〇事業「研究題目名」委託研究開発、産業技術力強化法第19条の適用を受ける特許出願
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